参考５
ＮＨＫ及び在京キー５局の解説拡充計画
１　行政指針の普及目標の対象となる放送時間に占める解説放送時間の割合
日本放送協会（総合） 
平成23年度 8.4％　 平成24年度 8.6％　 平成25年度 8.8％　平成26年度 9.1%　平成27年度 9.4％　平成28年度 9.7%　平成29年度 10.0％
日本放送協会（教育） 
平成23年度 11.3％　 平成24年度 11.9％　 平成25年度 12.5％　平成26年度 13.1%　平成27年度 13.7％　平成28年度 14.3%　平成29年度 15.0％
日本テレビ放送網株式会社  
平成23年度 1.6％　平成24年度 2.4％　平成25年度 3.2％　平成26年度 4.8％　 平成27年度 6.5％　平成28年度 8.1％　 平成29年度 11.3％
株式会社ＴＢＳテレビ
平成23年度 2.08％　平成24年度 2.74％　平成25年度 3.42％　　平成26年度 4.23％　 平成27年度 5.14％　　平成28年度 6.57％　 平成29年度 10.03％
株式会社テレビ朝日
平成23年度 3.3％　平成24年度 3.9％　平成25年度 4.4％　　平成26年度 6.4％　 平成27年度 7.4％　　平成28年度 8.4％　 平成29年度 10.0％
株式会社フジテレビジョン  
平成23年度 1.64％　平成24年度 3.04％　平成25年度 4.39％　　平成26年度 5.74％　 平成27年度 7.09％　　平成28年度 8.43％　 平成29年度 10.00％
株式会社テレビ東京
平成23年度 1.62％　平成24年度 2.41％　平成25年度 3.19％　平成26年度 4.01％　平成27年度 5.22％　平成28年度 6.93％　　平成29年度 10.02％
　
注１　 各社の行政指針の普及目標の対象となる放送時間（週）は、ＮＨＫ（総合）：７，０２０分（Ｈ２３は７,０１９分）、ＮＨＫ （教育）：７，２００分（Ｈ23は７,２５８分）、日本テレビ：３,７１５分、ＴＢＳ：３,２０９分、テレビ朝日：４,０６６分、 フジテレビ：４,４５３分、テレビ東京：３,６９４分（７時から２４時までの１７時間は、１週間で７,１４０分）。
注２　計画作成上、放送事業者の事情によらない突発的な事態が発生し、番組編成上の大きな変更があった場合は考慮していない。
２　総放送時間に占める解説放送時間の割合
日本放送協会（総合） 
平成23年度 6.8％　平成24年度 7.0％程度　平成25年度 7.2％程度　平成26年度 7.4％程度　平成27年度 7.6％程度　平成28年度 7.8％程度　平成29年度 8.0％程度
日本放送協会（教育） 
平成23年度 9.5％　平成24年度 10.0％程度　平成25年度 10.5％程度　平成26年度 11.0％程度　平成27年度 11.5％程度　平成28年度 12.0％程度　平成29年度 12.5％程度
日本テレビ放送網株式会社 
平成23年度 0.6％　平成24年度 0.9％　平成25年度 1.2％　　平成26年度 1.8％　平成27年度 2.4％　　平成28年度 3.0％　　平成29年度 4.2％
株式会社ＴＢＳテレビ 
平成23年度 0.67％　平成24年度 0.88％　平成25年度 1.10％　平成26年度 1.37％　　平成27年度 1.66％　　平成28年度 2.12％　　平成29年度 3.24％
株式会社テレビ朝日 
平成23年度 1.4％　平成24年度 1.6％　平成25年度 1.8%　平成26年度 2.6％　平成27年度 3.0％　平成28年度 3.4％　平成29年度 4.1％
株式会社フジテレビジョン  
平成23年度 0.72％　平成24年度 1.34％　平成25年度 1.94%　平成26年度 2.53％　平成27年度 3.13％　平成28年度 3.73％　平成29年度 4.42％
株式会社テレビ東京 
平成23年度 0.61％　平成24年度 0.90％　平成25年度 1.20％　平成26年度 1.50％　　平成27年度 1.96％　平成28年度 2.60％　平成29年度 3.76％
注　計画作成上、放送事業者の事情によらない突発的な事態が発生し、番組編成上の大きな変更があった場合は考慮していない。
以上
